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配偶者控除の不公正・死重損失・逆累進性

森　英子　　（鈴峰女短大）

目的　世帯主の課税所得金額算出過程の所得控除項目の中で、配偶者の就業インセンチ

プに影響し,10  3 万円ラインの造語すら生み出している配偶者・特別配偶者控除の実態

を分析した。
方法　税務署作成の所得税申告書の記載例・確定申告の手引きを土台に、配偶者・特別

配偶者控除の不公正（独身世帯と比較）・死重損失（労働力供給の歪み・同効用の下で一

括税に比して税収が少ない）・逆累進性（租税債務の減少が、低所得者世帯の方が高所得

者世帯より少ない）について検討した。
結果　収入1  0 3 万円以下　配偶者控除＝独身者基礎控除だが、特別配偶者控除あり・

社会保険料支払い不要・世帯主勤務先から扶養手当あり、独身世帯に比較して非常に有利

配偶者の就業促進的である。
収入10  3－141 万円間は扶養手当無し・配偶者控除は基礎控除に移転し、独身者と同

様所得税が課されるが、社会保険料支払い不要と、特別配偶者控除（3  8-0 万円）×（
世帯主の所得税率）だけ独身世帯に比較して有利である。収入10  3万円以下に比して扶

養手当が無くなり、特別配偶者控除は収入14  1 万円で０になる。配偶者就業の世帯とし

てのインセンチブはかなり弱くなる。

収入I  4  1 万円以上は世帯主と別に社会保険料支払必要で独身世帯に比して利点は無い。

配偶者の稼ぐ最初の千円の限界税率は世帯主より高いので代替効果は大で、労働供給弾

力性大で、死重損失は世帯主よりも大きい。　逆累進性は、所得控除に共通であり、所得

税率が高い 高所得者ほど税額軽減が大きい。故に所得控除よりも税額控除が望ましい。
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＜目的＞わが国における社会楠遣の急速な変化に対応するため、年金制度の一部が改正され、

平成1 年度より施行された。本研究では勤労者の生涯収入 く年間貫金・退職金・年金）に同制

度が及ぼす影響を明らかにするとともに、生涯収入における所得格差の実態を要因別に明らか

にすることで、生涯生計費に関する新たな経済指標を提起することを目的とする。

＜方法＞今回の年金制度の改正点は年金の満額受給年齢の引き上げ、年金保険料徴収率(額〉の

段階的引き上げ、育児休業時の年金保険料の本人負担分の免除等である。まず、労働省『賃金

センサス　平成8年版』をデータとして。これらの要因が生涯収入に及ぼす影響をクロスセク
ション方式によるシュミレーション試算（改正制度と前制度）によって明らかにした。次に、

生涯収入を性別、学歴別、職種別、産業別・企業規模別に算定を行い比較することで、各要因

による所得格差の実態について明らかにした。
〈 結果＞1. 厚生年金制度では制度移行時に満o 蔵～満m 歳時の年金収入（平成8年時〉が93.

6万円、5年間では468万円の減額となる。2. 厚生年金保険料の全負担額を改正年金制度施行

前（平成6 年〉と移行後（平成37年〉について比較した結果、大卒・夫（産業計・企業規模計）

の場合でU503 万円力<3,087万円となり、負担額が倍増すること力咽 らかとなった。また、夫50

代の実収入に対する非消費支出（社会保険料十税金）の比率は、施行前の25% が移行後には30

北 なり、非消費支出の増加が家計を圧迫することが懸念される。3. 大卒・夫(産業計・企案

規模計）を基準として、生涯収入における所得格差の実態を各要因別に明らかにした結果、性

別や職種を要因とする格差が最も大きく約２倍となった。
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